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王子製紙決算報告書を用いた
２工場の比較

－固定資産の勘定明細を中心に－

山 下 修 平　

はじめに
　本稿の目的は、戦時期における王子製紙の決算報告書を用いて、2工場に
おける固定資産の勘定明細を比較・分析することにより、減価償却の運用状
況を明らかにすることである。具体的には、一次史料である王子製紙苫小牧
工場決算報告書と王子製紙伏木工場決算報告書を用いて、固定資産に関わる
会計諸表の比較・分析を行う。とくに固定資産の勘定明細を詳細に観察する
ことにより、減価償却の運用状況を明らかにしたい。2カ所の工場決算報告
書を比較することにより、全国各地に展開していた王子製紙の全体像に迫る。
　現代の企業会計において、減価償却費は、制度・実務ともに規則的な計上
が要請されている。見積もりに依拠する部分が大きく、ときに裁量をもっ
て計上される減価償却に注目することは、実務を知るうえで意義深い。多額
の固定資産を抱え、金額的影響の大きい大規模製造業においては、会計報告
全体に対する影響が大きく、特に重要である。他方、近代においては、必ず
しも規則的な計上が行われていなかった。先行研究により、日本郵船（山口
1998、203）、王子製紙都島工場（山口 2000、117-204）、王子製紙朝鮮工場（山
口 2003、103-130）、王子製紙苫小牧工場電気部（山下 2015、106-113）において、
規則的ではない減価償却の例が報告されている。昭和初期の実務では、一定
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の償却方法を継続的に適用して、減価償却を期間的費用として計上している
会社はむしろ稀であったと指摘されている（黒澤 1976、93）。他方、電力会
社において、外債の起債に関する契約状況が、減価償却を規則的に実施する
大きな動機となっていたとの指摘がある（北浦 2014、132-176）。
　本稿の分析対象とする戦時期は、1940 年の会社経理統制令をはじめと
する会計に関わる諸法令が制定された。会社経理統制令は経理検査を伴い
（久保田 2001、167）、会計規制の近代化に貢献したと指摘される（久保田
2008、123-124）。当時の実務を明らかにすることは、現代の企業会計で要請
されている規則的な減価償却の計上に至る過程の一端を明らかにすることと
なり、関連法制の浸透の進み方と実態を踏まえた制度設計の重要性に関連す
るものとなり得る。加えて、減価償却の経営上の重要性の認識のされ方や、
会計制度が資本市場に与えた影響の度合いを知るうえで、示唆を与えるもの
となろう。
　会計史に関する先行研究では、制度の研究と比較して、個別企業における
実務の事例研究は相対的に少ない。特に戦時期を扱うものは極端に少なく、
なかでも減価償却の実際の運用状況は明らかにされていない。これは、史料
の制約や、分析の困難性が影響しているものと考えられる。
　本稿で扱う王子製紙決算報告書は、固定資産の勘定明細が掲載されており、
減価償却の実務を明らかにする点で適している。また、昨今の表計算ソフト
の発達は、数百の固定資産項目データの整理と、これらを使用した分析を行
うことを可能にしている。
　先行研究では、固定資産の項目ごとについて、実際にどのような計算が用
いられていたのかは明らかにされてこなかった。減価償却の実務を明らかに
するためには、固定資産の項目に着目する必要がある。本稿は、固定資産に
おける勘定明細を利用して、各資産の減価償却の運用状況を明らかにする。
具体的には、勘定明細に記載される固定資産の各項目に注目し、決算ごとの
増減を把握することで、減価償却費の計上額を推測する。この方法により、
戦時期の王子製紙における減価償却の実務の一端を明らかにする。
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　本稿では、主たる分析対象として王子製紙苫小牧工場決算報告書と伏木工
場決算報告書を用いる。2つの工場を分析・比較することで、会社の全容を
推測したい。
　まずⅠ章では、苫小牧工場と伏木工場における決算報告書の概要を述べる。
また、固定資産に係わる会計諸表を整理する。Ⅱ章では、固定資産に関わる
勘定明細を利用して減価償却の運用状況を分析する。具体的には、全ての固
定資産項目を抽出し、減価の推移を観察する。Ⅲ章では、Ⅱ章における分析
の結果から、戦時期の王子製紙における減価償却の運用状況について考察す
る。最後に、これらの考察に基づいて、減価償却の運用状況について一定の
結論を示し、王子製紙において経理統制令や関係諸法令が会計実務に何らか
の影響があった可能性に言及する。

Ⅰ　決算報告書の概要
（1）王子製紙苫小牧工場と伏木工場
　王子製紙は、1872 年に社名を抄紙会社として設立された。最初の工場が
東京の王子に建設され、1875 年に開業している。王子製紙は全国各地への
工場進出と合併を繰り返して規模を拡大させていった。とくに 1933 年の
富士製紙・樺太工業との合併によって、当時の我が国洋紙総生産量の 9割
近くを占めることとなり、寡占化を進めた（王子製紙編 2001a、27-47）。
総資産額の面からみると、我が国鉱工業企業のうち、1936 年下期は日本製
鉄に次ぐ 2位（344,682 千円）、1940 年下期は日本製鉄・三菱重工業に次ぐ
3位（562,088 千円）であり、日本を代表する企業であった（経営史学会編
2004、408-411）。戦後は、連合国軍最高司令官総司令部（GHQ）の指示と過
度経済力集中排除法により、王子製紙は苫小牧製紙・十條製紙・本州製紙に
分割された（王子製紙編 2001a、75-77）。現在、苫小牧製紙と本州製紙は王
子ホールディングスに再編され、十條製紙は日本製紙となっている。
　本稿で扱う王子製紙苫小牧工場（北海道）は、1910 年に操業を開始して
いる。工場の大規模化と資源を求めて、北海道に進出した。紙の原料となる
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木材や、豊富な水資源（水力発電所による電力）が、進出の際には重視され
た。苫小牧工場は、王子製紙における最大の基幹工場とされ、新聞用紙を中
心に生産を行っていた（王子製紙編 2001a、27-47）。戦後、過度経済力集中
排除法により、苫小牧製紙となったが、その後の再編により王子製紙に復帰
している。現在も新聞用紙生産の拠点工場として稼働している。
　本稿で扱う王子製紙伏木工場（富山県）は、1918年（大正7年）に伏木地区（現
在の富山県高岡市）に北海工業株式会社が創立されたことに始まる。会社創
立の翌年、1919 年 3 月より工場建設に着手し、9月に完成、操業を開始して
いる。その後、不況・紙の価格の低下・生産過剰等の要因により、1920 年
2 月に株式の大部分を王子製紙に買収された。1924 年（大正 13 年）12 月に
は王子製紙に吸収され、王子製紙伏木工場と改称された（伏木工場 80 年史
編集委員会編 2000、18-22）。戦後、伏木工場は十條製紙に組み込まれ、1949
年 8 月に十條製紙伏木工場と改称された。さらに、1993 年（平成 5年）に
は十條製紙と山陽国策パルプの合併により日本製紙が誕生し、日本製紙伏木
工場と改称されている。2008 年（平成 20 年）9 月、日本製紙グループの事
業再編に伴い伏木工場は閉鎖となり、およそ 90 年の歴史に幕を閉じている。

（2）王子製紙決算報告書
　王子製紙の決算報告書は、公益財団法人紙の博物館（東京都北区）におい
て所蔵されている。決算報告書は、工場や分社ごとに作成されている。苫小
牧工場や伏木工場の各期の決算報告書は、厚さ 2～ 3cmほどの B5 版の冊誌
である。
　本稿では、この苫小牧工場決算報告書と伏木工場決算報告書を利用する。
苫小牧工場は、当時の王子製紙の基幹工場であったため、会社全体に及ぼす
影響が大きいと思われる。また、これまでの先行研究で取り上げられること
は少なく、研究対象として意義あるものであると考えられる。他方の伏木工
場は、苫小牧工場の 3割程度の規模であり、中堅規模の工場であった１。伏
木工場と同規模の工場は全国に 10 数か所あり、当時の王子製紙における標
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準的な工場である。伏木工場が先行研究で取り上げられることはほとんどな
く、事例研究の蓄積の面で意義あるものと考える。
　工場決算報告書は、毎期、5月下旬と 11 月下旬を決算日として作成された。
表 1は 2工場における総勘定元帳残高表に記載された決算日の推移である。
両工場ともに、どの期も 20 日が決算日となっている。同一の決算日であり、
期間比較を容易にしている 2。

Ɫᑠ∾ᕤሙ అᮌᕤሙ

1941ᖺୖᮇ ᫛࿴16ᖺ5᭶20᪥ ᫛࿴16ᖺ5᭶20᪥

1941ᖺୗᮇ ᫛࿴16ᖺ11᭶20᪥ ᫛࿴16ᖺ11᭶20᪥

1942ᖺୖᮇ ᫛࿴17ᖺ5᭶20᪥ ᫛࿴17ᖺ5᭶20᪥

1942ᖺୗᮇ ᫛࿴17ᖺ11᭶20᪥ ᫛࿴17ᖺ11᭶20᪥

Ỵ⟬ሗ࿌᭩
᪥௜

㈨ᩱ䠅⋤Ꮚ〇⣬Ɫᑠ∾ᕤሙ䛚䜘䜃⋤Ꮚ〇⣬అᮌᕤሙྛᮇ䛂Ỵ⟬ሗ࿌᭩䛃䜘䜚᥇㘓䚹

⾲1䠖⥲຺ᐃඖᖒṧ㧗⾲䛻䛚䛡䜛᪥௜䛾᥎⛣

　決算報告書は、決算日後の 6月上旬と 12 月上旬に、工場長または工場長
心得から社長に報告する形で提出されている。例えば、苫小牧工場の 1941
年上期の場合には、12 月 8 日付で、「苫小牧工場長　高田良作」から「社長
高島菊次郎」に提出されており、「高田」の印が確認できる。伏木工場では、
1941 年上期から 1942 年上期は工場長心得、1942 年下期は工場長から社長に
提出されている。同一人物のため、1942 年に昇進したものと思われる。

ᐄඛ ᥦฟ⪅⫪᭩ ᐄඛ ᥦฟ⪅⫪᭩

1941ᖺୖᮇ ♫㛗 ᕤሙ㛗 ♫㛗 ᕤሙ㛗ᚰᚓ

1941ᖺୗᮇ ♫㛗 ᕤሙ㛗 ♫㛗 ᕤሙ㛗ᚰᚓ

1942ᖺୖᮇ ♫㛗 ᕤሙ㛗 ♫㛗 ᕤሙ㛗ᚰᚓ

1942ᖺୗᮇ ♫㛗 ᕤሙ㛗 ♫㛗 ᕤሙ㛗

Ỵ⟬ሗ࿌᭩
Ɫᑠ∾ᕤሙ అᮌᕤሙ

㈨ᩱ䠅⋤Ꮚ〇⣬Ɫᑠ∾ᕤሙ䛚䜘䜃⋤Ꮚ〇⣬అᮌᕤሙྛᮇ䛂Ỵ⟬ሗ࿌᭩䛃䜘䜚᥇㘓䚹

⾲2䠖Ỵ⟬ሗ࿌᭩䛾ᥦฟ⪅䛸ᐄඛ

表１：総勘定元帳残高表における日付の推移

表２：決算報告所の提出者と宛先
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　工場決算報告書の表紙には、本社での受付印が押されている。受付印には
日付が記載されている。表 3は 2工場における受付印の日付の推移である。
苫小牧工場の 1941 年上期には受付印が確認できなかったものの、どちらの
工場ともに、決算日の翌月 8日または 9日に受付がなされている。全国各地
に点在する工場から、一斉に決算報告書が届いていたのではないかと考えら
れる。決算日から本社受付までは 20 日間弱であり、迅速に決算報告がまと
められ、送付されていたことがうかがえる。

Ɫᑠ∾ᕤሙ అᮌᕤሙ

1941ᖺୖᮇ ༳䛺䛧 ᫛࿴16ᖺ6᭶9᪥

1941ᖺୗᮇ ᫛࿴16ᖺ12᭶8᪥ ᫛࿴16ᖺ12᭶8᪥

1942ᖺୖᮇ ᫛࿴17ᖺ6᭶8᪥ ᫛࿴17ᖺ6᭶8᪥

1942ᖺୗᮇ ᫛࿴17ᖺ12᭶9᪥ ᫛࿴17ᖺ12᭶8᪥

Ỵ⟬ሗ࿌᭩
᪥௜

㈨ᩱ䠅⋤Ꮚ〇⣬Ɫᑠ∾ᕤሙ䛚䜘䜃⋤Ꮚ〇⣬అᮌᕤሙྛᮇ䛂Ỵ⟬ሗ࿌᭩䛃䜘䜚᥇㘓䚹

⾲3䠖ᮏ♫ཷ௜༳䛾᪥௜

　苫小牧工場の決算報告書は、第一編・総論、第二編・各部決算、第三編・
電気部決算から構成されている。このうち、会計諸表は第二編・各部決算の
うち、第一章の第三節・工場利益金に収められている。伏木工場の決算報告
書は、編の分割はない。苫小牧工場よりも規模が小さいためと考えられる。
営業報告概要、工務関係事項、倉庫関係事項、庶務関係事項、増設事項が羅
列され、その後に総勘定元帳残高表、固定資産増減総括表などの会計諸表が
収められている。
　本稿における分析対象とした決算報告書の期間は、1941 年から 1942 年で
ある。王子製紙の会計に関する先行研究により、全社的に 1941 年に会計処
理や会計諸表の変化が生じていることが指摘されている（山口 2004、76）。
具体的には、大泊工場（山口 1998、130-133）や、苫小牧工場（山下 2015、
106-116）において、会計諸表の種類の変化や、減価償却金額に端数が生じ

表３：本社受付印の日付
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ることなどが確認できる。表 4は、本稿で扱う苫小牧工場・伏木工場と、先
行研究で取り上げられている大泊工場における減価償却費の計上額の推移で
ある。大泊工場と苫小牧工場に関しては、史料が存在する 1934 年上期から
1940 年下期の数値も記載した。大泊工場の減価償却に関して山口（1998）は、
1940 年までの計上金額に端数は生じておらず、はじめに償却金額の総額が
決定され、その後に各償却資産に割り当てられた可能性がきわめて高い、と
指摘している。1941 年以降の計上金額に端数が生じており、経理法 3 の改正
への言及がなされている。
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a b c=a/b d e f=d/e
৏غ 70,000 625,330 11.19 400,000.00 12,066,834.89 3.31
Ծغ 70,000 716,203 9.77
৏غ 60,000 656,203 9.14 350,300.00 11,088,513.86 3.16
Ծغ 60,000 598,621 10.02 350,000.00 10,802,170.77 3.24
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表４：各工場における減価償却費の計上額推移（単位：円）
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　苫小牧工場と伏木工場の決算報告書を用いて分析を行うのは、この会計処
理に変化が見られた 1941 年から 1942 年とする 4。表 1 で確認したとおり、
分析対象とする各決算報告は、全てほぼ同一の決算日であり、期間比較を行
う点において問題はないと考えられる。苫小牧工場決算報告書における減価
償却の運用状況は、固定資産の勘定明細の分析により、その一端を明らかに
している（山下 2016、110-120）。同様の分析を伏木工場決算報告書で行い、
会社全体の運用状況を推測したい 5。

（3）固定資産総括表
　減価償却費の記載が直接読み取れる表は、固定資産に係わる総括表である。
年次や工場の違いによって、固定資産増減総括表や固定資産勘定総括表の名
称が付されている（以下、固定資産総括表と記載する）。固定資産総括表は、
建物及諸工作物、機械、備品などの勘定ごとに、前期末記帳価額と当期末記
帳価額を記載し、その増減額を記したものである。固定資産の増減は、当該
期の償却だけではなく、新設・増設、他工場への移設、組替、廃棄・売却に
区分され、科目ごとにまとめられている。1941 年下期の伏木工場における
固定資産勘定総括表を除いて、固定資産増減総括表の名称が付されている。
苫小牧工場では、2頁相当（折りたたまれている）の紙面であるが、伏木工
場では 1941 年下期と 1942 年上期は 1頁に収まっている。これは、伏木工場
の方が新設・増設や組替などの変動に乏しく、紙面を必要としていなかった
ためと考えられる。
　固定資産の科目名は、苫小牧工場と伏木工場は同一の名称を使用している。
1942 年下期には科目の組替が実施されているが、2つの工場において同時に
同じ名称が付されている。おそらく、全国各地の工場において同時に組替が
行われていたのではないかと思われる。なお、組替を行った理由は明らかで
はない。経理統制の一環で行われた可能性はある。
　減価償却費は、総勘定元帳残高表、固定資産に関わる各勘定の明細から、
固定資産の計上金額を把握できるため、これらの諸表からも間接的に確認で
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きる。当然のことながら、先にあげた固定資産総括表においても固定資産の
計上金額が掲載されている。固定資産の各項目が勘定明細に記入され、勘定
明細の合計金額が総勘定元帳残高表や固定資産総括表に反映されていると考
えられる。本稿は、勘定明細における固定資産の各項目の増減から、減価償
却費の計上額を推測する。

Ⅱ　勘定明細の分析
（1）固定資産の勘定明細
　固定資産の勘定明細は、科目ごとに複数の項目で構成される。1項目につ
き 1行で記載されている。1項目で 1つの固定資産とは限らない。数量の記
載欄があり、複数の固定資産が 1行にまとめられている場合がある。建物の
多くが、数量 1である一方で、機械及装置のなかには数量が 10 を超える記
載が見られる。1項目の数量が、期によって増減する場合もある。この場合
には、減価償却の把握は困難となる。
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表５：固定資産に係わる総括表と科目名の変遷
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　表 6は、2工場における勘定明細における合計金額と項目数の推移である。
ここでいう合計金額は、各勘定明細の最下部に記載されている金額であり、
固定資産の総括表のおける金額との一致を確認している。項目数は、決算期
によって増減がある。新設・増設、他工場への移設、組替、廃棄・売却があ
るからである
　苫小牧工場と伏木工場を比較すると、金額はどの科目も苫小牧工場のほう
が伏木工場より多額となっている。これは、工場の規模の違いがそのまま影
響しているものと思われる。他方、項目数は必ずしも苫小牧工場が多いとは
限らず、建物や備品は伏木工場のほうが多い。
　各項目を足し合わせた金額が、勘定明細の最下段に記載された合計金額と
なり、総勘定元帳残高表に反映されていることが概ね確認できた。勘定明細
の各項目の金額が、総勘定元帳残高表に反映されていることを前提に分析を
行う。勘定明細における各項目の減少額が、減価償却の計上額であるととら
えて、その運用状況の一端を明らかにする。

11 
 

⾲ ࠋࡿ࠶࡛⛣᥎ࡢᩘ┠㡯࡜ィ㔠㢠ྜࡿࡅ࠾࡟ᐃ᫂⣽຺ࡿࡅ࠾࡟2ᕤሙࠊࡣ6

ࠊࡾ࠶㔠㢠࡛ࡿ࠸࡚ࢀࡉグ㍕࡟ୗ㒊᭱ࡢᐃ᫂⣽຺ྛࠊࡣィ㔠㢠ྜ࠺࠸࡛ࡇࡇ

ᅛᐃ㈨⏘ࡢ⥲ᣓ⾲ࡿࡅ࠾ࡢ㔠㢠ࢆ⮴୍ࡢ࡜☜ㄆࠋࡿ࠸࡚ࡋ㡯┠ᩘࠊࡣỴ⟬ᮇ

࠶ࡀᗫᲠ࣭኎༷ࠊ᭰⤌ࠊタ⛣ࡢ࡬௚ᕤሙࠊ᪂タ࣭ቑタࠋࡿ࠶ࡀቑῶ࡚ࡗࡼ࡟

ࡿ࠶࡛ࡽ࠿ࡿ  

 
 

Ɫᑠ∾ᕤሙ࡜అᮌᕤሙࢆẚ㍑ࠊ࡜ࡿࡍ㔠㢠ࡶ┠⛉ࡢ࡝ࡣⱢᑠ∾ᕤሙ࠺࡯ࡢ

ᙳࡲࡲࡢࡑࡀ࠸㐪ࡢつᶍࡢᕤሙࠊࡣࢀࡇࠋࡿ࠸࡚ࡗ࡞࡜ከ㢠ࡾࡼఅᮌᕤሙࡀ

㡪࡜ࡢࡶࡿ࠸࡚ࡋᛮࠋࡿࢀࢃ௚᪉ࠊ㡯┠ᩘࡣᚲࡶࡋࡎⱢᑠ∾ᕤሙࡀከࡣ࡜࠸

㝈ࠊࡎࡽᘓ≀ࡸഛရࡣఅᮌᕤሙࡀ࠺࡯ࡢከࠋ࠸  

ྛ㡯┠ࢆ㊊ࡓࡏࢃྜࡋ㔠㢠຺ࠊࡀᐃ᫂⣽᭱ࡢୗẁ࡟グ㍕ྜࡓࢀࡉィ㔠㢠࡜

ᐃ᫂⣽຺ࠋࡓࡁㄆ࡛☜ࡡᴫࡀ࡜ࡇࡿ࠸࡚ࢀࡉ཯ᫎ࡟⾲ᐃඖᖒṧ㧗຺⥲ࠊࡾ࡞

ࢆศᯒ࡟๓ᥦࢆ࡜ࡇࡿ࠸࡚ࢀࡉ཯ᫎ࡟⾲ᐃඖᖒṧ㧗຺⥲ࠊࡀ㔠㢠ࡢ┠㡯ྛࡢ

ࡽ࡜࡜ࡿ࠶ィୖ㢠࡛ࡢῶ౯ൾ༷ࠊࡀῶᑡ㢠ࡢ┠㡯ྛࡿࡅ࠾࡟ᐃ᫂⣽຺ࠋ࠺⾜

ࠋࡿࡍ࡟࠿ࡽ᫂ࢆ➃୍ࡢ㐠⏝≧ἣࡢࡑࠊ࡚࠼  

 

໪਼ߴ
ֻۜ

ʤୱҒʁԃʥ
໪਼ߴ

ֻۜ
ʤୱҒʁԃʥ

໪਼ߴ
ֻۜ

ʤୱҒʁԃʥ
໪਼ߴ

෼ݒ 3,054,262.34 114
஛෼ߑ 87,538.13 21

ૹ஖ٶփؽ ˠ� 6,177,230.85 485 6,656,145.55 477 6,556,606.59 481 ૹ஖ٶփؽ 6,425,434.82 470
ਭઅඍڇ 10 105,394.35 10 103,092.33 10 ༽ਭઅඍ 98,195.55 9
ඍ඾ 23 58,257.32 23 60,436.63 24 ඍ඾ٶ۫ح۫޽ 66,587.14 30

໪਼ߴ
ֻۜ

ʤୱҒʁԃʥ
໪਼ߴ

ֻۜ
ʤୱҒʁԃʥ

໪਼ߴ
ֻۜ

ʤୱҒʁԃʥ
໪਼ߴ

෼ݒ 480,494.91 156
஛෼ߑ 12,237.17 16

ૹ஖ٶփؽ 322 582,310.18 322 558,176.91 330 ૹ஖ٶփؽ 534,116.04 322
ਭઅඍڇ 10 30,130.57 10 29,315.05 10 ༽ਭઅඍ 27,286.88 7
ඍ඾ 55 14,488.93 65 17,987.23 89 ඍ඾ٶ۫ح۫޽ 19,856.80 99

ಫঘຂ޽৖

Ռ໪
����೧৏غ ����೧Ծغ ����೧৏غ

Ռ໪
����೧Ծغ

ֻۜ
ʤୱҒʁԃʥ

න�ʁ֦Ռ໪͹ֻۜܯ߻ͳߴ໪਼͹ਬҢ

����೧Ծغ
ֻۜ

ʤୱҒʁԃʥ

132

108,056.58
56,760.14

෮໨޽৖

஛෼ߑٶ෼ݒ 2,637,132.45 132 2,595,544.34 132 2,662,163.93

ˠ�ʁߴ໪Νֻۜͪ͢ܯ߻ͺ������������ԃͲ͍ͮͪɽ�ԃ͹ֻࠫ͹ݬҾͺ෈໎Ͳ͍Ζɽ
࿧ɽࡀॽʱΓΕࠄๅࢋʰ݀غ৖֦޽ಫঘຂࢶ੣ࢢྋʥԨࣁ

Ռ໪
����೧৏غ ����೧Ծغ ����೧৏غ

Ռ໪

165

621,111.79
30,994.35
11,689.26

஛෼ߑٶ෼ݒ 516,223.79 162 512,384.84 164 503,725.74

࿧ɽࡀॽʱΓΕࠄๅࢋʰ݀غ৖֦޽෮໨ࢶ੣ࢢྋʥԨࣁ

表６：各科目の合計金額と項目数の推移
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（2）分析対象と分析手法
　期間比較を行うため、毎期登場する項目を分析対象とした。また、前述し
たように、項目数は一定ではなく、各科目ともに新設・増設、他工場への移
設、組替、廃棄・売却が行われている。「当期償却」以外による増減は、分
析から排除することとする。そのため、以下のような手続きを行った。まず、
全ての項目を抽出し、その中から新設や廃棄、数量を変更した項目を除いた。
また、前の決算期と増減を比較し金額が増加しているもの、つまり新設や増
設しているものを把握し除いている。1941 年上期から 1942 年下期まで全て
の決算報告書に登場し、当期償却以外の原因からなる増減が認められない項
目を分析対象とした。本稿では、この減少金額の有無、つまり減価償却費の
計上と考えられる減少の有無を把握し、帳簿価格と項目数に占める割合を算
出する。減価償却が普及していれば、当然この割合は増加する。次章では、
規則的な償却が行われているのか否かを検討する。

Ⅲ　減価償却の運用状況
（1）減価償却の概要
　本節では、工場全体における減価償却の概要を把握する。表 7は、固定資
産総括表における「期末償却」の金額の推移である。固定資産総括表では、
直接、減価償却費の金額を把握することができる。償却前の帳簿価額に占め
る割合とともに推移を観察する。
　まず、「期末償却」の合計金額に注目する。分析対象とした 1941 年下期以降、
2工場のどちらの科目にも端数が生じている。つまり、銭の単位において .00
とはなっていない。拙著において、苫小牧工場の 1938 年上期から 1941 年上
期までの期末償却の金額は端数がなく、固定資産全体の償却額を決めてから
各科目に割り当てていた可能性を指摘した（山下 2016、119）。1941 年下期
以降の 2工場においては、端数が生じており、何らかの基準に沿って減価償
却を行っていたのではないかと考えられる。
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　次に科目ごとの「期末償却」の金額に注目する。
　「建物及諸工作物」について、償却前の簿価に対する償却の割合（以下、
償却割合）は、苫小牧工場は 1.1% から 1.4％、伏木工場は 1.9％～ 2.3％であ
る。2工場ともに他の科目と比較すると低く抑えられている。とくに「機械13 
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及装置」「備品」と比較すると、その割合の低さは顕著である。一般に建物は、
機械や備品と比較して長期に渡り利用するものであると考えられるので、こ
の差は合理的であると考えられる。苫小牧工場では償却割合は逓減しており、
伏木工場では逓増している。また、どの期も伏木工場のほうが償却割合の高
い数値を示している。
　「機械及装置」は、帳簿価額が多額であるうえ、簿価に対する償却の割合
が高い。工場全体の損益に与える影響は大きい科目である。2工場ともに
1941 年下期よりも 1942 年上期・下期のほうが償却割合は高い。償却割合は、
苫小牧工場は 2.6％から 4.2％、伏木工場は 3.2％から 6.2％である。建物や給
水設備よりも高い割合を示している。機械や装置は、給水設備よりも短期の
利用年数であると思われるので、合理的な結果である。
　「給水設備」の償却割合は、苫小牧工場は 2.2％から 2.5％、伏木工場は 2.7
％から 2.8％と、同程度の数値を示している。給水設備は、具体的には水路
などであり、長期に渡り利用される固定資産である。「機械及装置」や「備品」
に比べて償却割合が低いのは妥当である。
　「備品」は他の科目と比較して、償却割合が高めに推移している。苫小牧
工場は 4.7％から 7.5％、伏木工場は 2.8％から 4.1％である。苫小牧工場と伏
木工場の差が比較的大きい。
　これらの明らかになった事実から、以下のことが推測される。先行研究に
より明らかになっている 1941 年上期までは、償却金額に端数が生じておら
ず、全体の償却額を決めてから、各科目に配分していたのではないかと推測
される。本稿で扱う 1941 年下期以降は、2工場の全ての期において、償却
金額に端数がみられる。経理処理に変更があったことは明らかである。ただ
し、苫小牧工場と伏木工場とでは、科目によっては償却割合の差は大きく、
逓減しているものも逓増しているものもある。減価償却の全体像からは、償
却の基準の詳細までは不明である。他方、一貫して「建物及構築物」や「給
水設備」における償却割合は、「機械及装置」「備品」と比較すると低く抑え
られている。建物や水路が他の固定資産よりも長期にわたって使用されるこ
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とを考えると、合理的であり、償却の目安となる基準が存在する可能性がある。
それでは、1941 年下期以降に、規則的な償却が行われるようになったので
あろうか。工場ごと、科目ごとに扱いの差異はあったのであろうか。次節以
降では、各項目を詳細に観察することにより、規則的な償却の有無について
分析を行う。

 （2）減価償却の実施割合
　本節では、固定資産の勘定明細における各項目の増減の有無を把握するこ
とによって、減価償却の運用状況を分析する。Ⅱ章（2）節で述べたように、
期間比較を行うために、1941 年上期から 1942 年下期まで、全ての期に登場
する項目を分析対象として抽出する。減価償却以外を起因とする減少を排除
するために、新設・増設、他工場への移設、組替、廃棄・売却が認められる
ものを除いた。数量の記載欄が変化している項目も除いている。
　対象期間に、各科目あわせて、苫小牧工場では 688、伏木工場では 627 の
固定資産の項目が登場している。このうち、上記の条件を満たすものは、苫
小牧工場では 578、伏木工場では 470 である。内訳は、苫小牧工場が、「建
物及構築物」が登場した 154 項目のうち 108 項目、「機械及装置」が 494 項
目のうち 445 項目、「給水設備（用水設備）」が 10 項目のうち 9項目、「備品（工
具器具及備品）」が 30 項目のうち 16 項目が該当した。伏木工場が、「建物及
構築物」が173項目のうち145項目、「機械及装置」が342項目のうち277項目、
「給水設備（用水設備）」が 10 項目のうち 7項目、「備品（工具器具及備品）」
が 102 項目のうち 41 項目が該当した。このうち、減価が認められる項目の
金額の合計・項目数、それらの割合を示したものが表８である。
　「建物及構築物」は、減価が確認できる項目数は、苫小牧工場は 24.1％か
ら 38.0%、伏木工場は 77.9% から 96.6% と、2 工場で大きな差の生じる結果
となった。減価の見られる項目を簿価ベースでみても、苫小牧工場は 65.5%
から84.9%、伏木工場は81.0%から99.9%と、伏木工場の高さが際立っている。
特に、伏木工場における 1942 年上期・下期の金額的重要性の高い項目のほ
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ぼすべてにおいて減価が確認できた。どちらの工場ともに、どの決算期にお
いても、項目ベースよりも金額ベースでの割合が高くなっている。
　「機械及装置」は、減価が確認できる項目数は、苫小牧工場は 10%台、伏
木工場は 75.8% から 96.8% と、2工場で非常に大きな差がある。簿価ベース
でも、苫小牧工場は 47.5% から 65.8% であるのに対し、伏木工場は 90% 台
である。項目ベース・簿価ベースのどちらにおいても伏木工場の高さが際立
っている。2工場の共通点は、どの決算期においても、項目ベースよりも簿
価ベースでの割合が高くなっていることである。
　「給水設備」は、決算期によってバラツキのある結果となった。項目ベー
スでは、苫小牧工場は 11.1% から 66.7%、伏木工場は 42.9% から 100％であ
った。簿価ベースでは、苫小牧工場が 82.1% から 97.6%、伏木工場が 53.9%
から 100％であった。ただし、どちらの工場ともに項目数が 10 に満たない
数であり、傾向をとらえるのは困難である。2工場に共通するのは、項目ベ
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表８：全期間に存在する項目における減価が見られる割合
（金額の単位：円）
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ースよりも簿価ベースのほうが割合は高く、金額的に重要性の高い項目に対
しては減価が認められる点である。
　「備品」は、項目ベースでは、苫小牧工場は 6.3% から 18.8%、伏木工場は
63.4% から 80.5％であった。苫小牧工場の減価が確認できない項目の多いこ
とが特徴である。簿価ベースでは、苫小牧工場が 65.2% から 85.7%、伏木工
場が 66.0% から 95.1％であった。
　以上の明らかになった点から、以下のことが推測される。すべての科目に
おいて、帳簿価額が高額な固定資産は、減価が認められる傾向にあることを
示していた。この事実から、高額な固定資産についてはある程度の減価償却
を行い、少額な固定資産については行われなかったと考えられる。また、ど
の科目についても、多くの決算期において、苫小牧工場よりも伏木工場のほ
うが減価を確認できる割合が高かった。一方で、どちらの工場ともに、項目
ベース・簿価ベースにおいて減価の認められる割合が逓増または逓減してい
る様子は見受けられず、継続的かつ規則的に減価償却を実施している様子は
うかがえない。

 （3）勘定明細から読み解く減価償却の運用状況
　これまでの分析から、以下のような減価償却の運用が行われていたものと
考えられる。
　まず、1941 年上期までは、工場全体の減価償却費に端数が生じておらず、
項目ごとの減価償却費を積み上げた結果ではなくて、全体の金額を決定後
に、各科目・項目ごとに減価償却費が決められたものと考えられる。本稿の
分析対象である 1941 年下期以降は、端数が計上金額に生じており、何らか
の基準をもって規則的に計算が行われているように見える。しかし、固定資
産の勘定明細を利用して、各項目を観察すると、継続的かつ規則的な計算は
行われていないことが明らかになった。苫小牧工場と伏木工場とでは、減価
が見られる割合が、項目ベースでも簿価ベースでも異なり、全国各地に点在
していた工場において、共通のルールがあったかどうかは疑わしい。ただし、
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金額的重要性の高い項目に関しては、減価が認められる傾向にあり、高額な
固定資産に対しては減価償却の実施が重要視されている痕跡が認められた。
1941 年下期における経理規定の変更や、1942 年下期における科目の組替の
実施など、実務に変化が生じている証拠が複数明らかになった。

（4）会社経理統制令や固定資産償却規則との関係
　次に、分析対象期間の前後に制定された固定資産に係る諸法令、具体的に
は会社経理統制令と会社固定資産規則との関係を考察する。会社経理統制令
は 1940 年に制定された。第三十一条において「会社ハ閣令ノ定ムル所ニ依
リ固定資産ノ償却ヲ為スベシ」と記載され、固定資産の償却実施を求めてい
る（内閣情報部編 1940、38-39）。しかし、1940 年時点では、閣令は定めら
れておらず、1942 年制定の会社固定資産償却規則の制定を待たなければな
らなかった。会社固定資産償却規則の主要な条文を下記に列挙する。
第二条：標準償却額以上を直接法で行うこと
第四条：残存価額は一割
第六条：有形固定資産は定額法又は定率法、無形固定資産は定額法で償却を
実施
第十四条：当分の間は資本金五百万円未満の会社は適用しない
第十五条：当分の間は標準償却額の百分の七十以上の償却を行うこと
　また、別表として耐用年数表と償却率表が掲載されている。これらのうち、
王子製紙は大合併が行われた 1933 年末時点ですでに 5,000 万円弱の資本金
を有しており、第十四条の規程にはあてはまらない。つまり、当該規則の償
却規程の対象となるわけであるが、本稿の分析結果からは第二条の直接法で
償却を行っている点のみ確認することができた。1942 年時点では、王子製
紙における 2つの工場決算報告書からは、規則的な減価償却の実施は確認で
きなかった。
　会社経理統制令は、具体的な償却のルールを定めてはいないが、王子製紙
における 1941 年の会計処理の変化に大きな影響を与えたものと推察する。
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しかし、本稿における分析対象である 1941 年から 1942 年にかけては、規則
的な償却は確認できず、会社固定資産償却規則の影響はさほど受けていない
ものと思われる。本稿の分析対象期間は、会社経理統制令と固定資産償却規
則のはざまであり、会計処理の移行期間であった可能性がある。

おわりに
　本稿は、王子製紙の苫小牧工場決算報告書と伏木工場決算報告書を利用し
て、固定資産の勘定明細を項目単位にまで詳細に分析することにより、減価
償却の運用状況を明らかにしようと試みた。
　1941 年下期の決算報告書において、減価償却費に銭単位の端数が生じる
などの変化が生じていた。先行研究により一部が明らかになっているとおり、
同時期に王子製紙の会計規定に変化が生じたものと考えられる。また、1942
年下期には科目名の組替が 2工場同時に行われていることが明らかになり、
全国各地に点在する工場において同一のルールに基づいた会計処理の実施を
示す痕跡が明らかになった。
　他方、固定資産の勘定明細の詳細な観察からは、2工場の統一的なルール
の存在を示す痕跡はなく、継続的かつ規則的な減価償却の手続きは行われて
いなかったものと推察される。他方、「建物及構築物」や「給水設備」の償
却割合が、「機械及装置」「備品」よりも低い数値を示しており、使用年数を
考慮すると合理的な処理が行われていたと考えられる。
　1941 年に社内の会計規定の変更により、減価償却費に端数が生じること
になったことは確かであろうが、その計算基準は不明である。本社からの費
用の割り当てや、法令等に基づいた計算等が考えられる。1940 年には会社
経理統制令が制定され、その後も関係法令・規則が次々に制定されている。
会社経理統制令では、固定資産の償却実施を求めている。会社経理統制令は
具体的な償却のルールを定めてはいないが、王子製紙における 1941 年の会
計処理の変化に大きな影響を与えたものと推察する。しかし、本稿における
分析対象である 1941 年から 1942 年にかけては、規則的な償却は確認できず、
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会社固定資産償却規則の影響は受けていないものと思われる。会社経理統制
令と固定資産償却規則のはざまであり、会計処理の移行期間であった可能性
が考えられる。
　本稿は、戦時期の 2工場における決算報告書を、固定資産に関する諸表を
中心として、1941 年から 1942 年を対象に検討を行った。しかし、工場決算
報告書は 1943 年以降も存在しており、現在分析の途上にある。1943 年上期
以降は、勘定明細における項目の組替・新設・減少（移設・廃棄など）が多く、
本稿で用いた手法による分析を困難にしている。また、1944年 3月 31日付で、
臨時決算報告書が作成されており、期間比較を困難にしている。しかし、経
理統制に関係する法令規則が制定された時期と重なるので、当該期間の分析
を進めることは意義深い。伏木工場の決算報告書には、1944 年に海軍の監
督工場に指定されたこと、8月には陸軍に接収され陸軍の技術研究所となっ
たことの記載がある。軍による経理検査を含め、経理統制が強化された時期
であると思われる。分析を進める意義は大きいと思われ、今後の重要な課題
となる。
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［本文注釈］

1. 戦前の抄紙設備は、マシンが 4台、網幅の合計が 360 インチであった（王子製

紙編 2001b、119）。当時の王子製紙における中堅規模の工場である。

2. なお、本稿における分析対象期間の以後、1944 年 3 月 31 日を決算日として、臨

時決算報告書が作成されている。このことが、前後の決算報告書の期間比較を困

難にしている。

3. 法律なのか社内規定なのかは明示されていないが、文脈から王子製紙の経理に

関する社内規定のことを指しているものと思われる。

4. 1943 年上期決算報告書では、勘定明細項目の増加（新築・増築・購入）や、組替（建

物から構築物への組替など）が増加しており、1942 年までとの比較が困難になっ

ている。

5. 本稿では、1941 年から 1942 年にかけての史料が現存している伏木工場決算報告

書を利用した。紙の博物館には、他工場の決算報告書が膨大に所蔵されており、

正確な目録すら作成されていない。史料調査を進めることは今後の大きな課題で

ある。

［参考文献］

青木茂男（1976）「第 2次大戦中のわが国の会計」、『日本会計発達史』102-112 頁。

井原隆（1942）『会社固定資産償却規則解説』ダイヤモンド社。

大川博（1940）『会社経理統制令解説』陸運研究社。

王子製紙編（2001a）『王子製紙社史本編 1873-2000』。

王子製紙編（2001b）『王子製紙社史資料編』。

大川博（1940）『会社経理統制令解説』陸運研究社。

北浦貴士（2014）『企業統治と会計行動 電力会社における利害調整メカニズムの歴

史的展開』東京大学出版会。

片野一郎（1976）「商法制定の日本会計制度史上の意義」、『日本会計発達史』、30-67頁。

黒澤清（1976）「商工省会計諸準則の制定」、『日本会計発達史』同友館、92-101 頁。

黒澤清（1976）「近代簿記会計の誕生―銀行簿記精法，帳合之法と制度会計の史的

৫њӨ෥৬/3ڜ,glb`���34 /7-/.-0/���/.8..



王子製紙決算報告書を用いた2工場の比較 57

源泉―」、青木茂男編『日本会計発達史 わが国会計学の生成と展望』同友館、3-29 頁。

経営史学会編（2004）『日本経営史の基礎知識』有斐閣。

四宮俊之（1997）『近代日本製紙業の競争と協調　王子製紙、富士製紙、樺太工業

の成長とカルテル活動の変遷』日本経済評論社。

高寺貞男（1974）『明治減価償却史の研究』未来社。

建部宏明（2003）『日本原価計算理論形成史研究』同文舘出版。

千葉準一（1998）『日本近代会計制度―企業会計体制の変遷』中央経済社。

内閣情報部編（1940）『週報叢書 1　会社経理統制令解説』内閣印刷局。

中村将人（2014）「戦前期日本における鉄道会計の史的展開に関する研究」博士論

文（北海道大学）。

濵沖典之（2005）『法人税における減価償却費の史的研究』泉文堂。

伏木工場 80 年史編集委員会編（2000）『伏木工場 80 年史』。

本間正人（2014）「戦時におけるわが国の利潤率計算」、『会計史学会年報』第 32 号、

57-73 頁。

山口不二夫（1996）「王子製紙大泊工場の決算報告書にみる原価計算と操業管理の

展開 1934 年から 1944 年」、『青山国際政経論集』第 40 号、27-136 頁。

山口不二夫（1998）『日本郵船会計史 財務会計篇』白桃書房。

山口不二夫（2000）「王子製紙大阪分社都島工場の操業管理と原価計算 1916-1935

年」、『青山国際政経論集』第 51 号、117-204 頁。

山口不二夫（2001a）「王子製紙大阪分社都島工場の操業管理と原価計算の展開

1941 年 -1947 年（1）」、『青山国際政経論集』第 52 号、21-48 頁―（2001b）「王子

製紙大阪分社都島工場の操業管理と原価計算の展開 1941 年 -1947 年（2）」、『青山

国際政経論集』第 53 号、87-117 頁。

山口不二夫（2003）「王子製紙朝鮮工場の操業管理と原価計算の展開 1935 年 -1943

年（下）」、『青山国際政経論集』第 61 号、103-130 頁。

山口不二夫（2004）「王子製紙工場決算報告史料の意義と Non Monetary 

Accounting」、『日本会計史学会年報』第 23 号、65-82 頁。

山下修平（2014）「近代日本における減価償却の変遷―大規模製紙業を事例として

৫њӨ෥৬/3ڜ,glb`���35 /7-/.-0/���/.8..



58

―」、『秀明大学紀要』第 11 号、110-132 頁。

山下修平（2015）「戦時期における減価償却―王子製紙苫小牧工場電気部を事例に」、

『秀明大学紀要』第 12 号、97-120 頁。

山下修平（2016）「戦時期の減価償却―固定資産における勘定明細の分析―」、『秀

明大学紀要』第 13 号、103-124 頁。

山本純子（2014）『減価償却制度　その歴史と新制度の提案』晃洋書房。

　調査にあたっては、公益財団法人紙の博物館の皆様、とくに山口紘加氏と小嶋

昌美氏には大変お世話になりました。心より感謝いたします。

（やました　しゅうへい・准教授）

৫њӨ෥৬/3ڜ,glb`���36 /7-/.-0/���/.8..


